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２－８ ボイラーの燃焼管理

（対策の概要）

ボイラーに酸素（Ｏ ）制御技術を適用することにより、ボイラーの負荷に応じた適正２

な空燃比制御が可能となるため、排ガス熱損失が低減が可能となり、また燃料の組成変

化や燃焼空気温度が変化しても排ガスＯ 濃度を制御するため安定した燃焼が実現できる。２

（エネルギー削減量の推計方法）

ＣＯ 削減可能性として、既存ボイラーが代替されたときに、空気比が従来ボイラーよ２

り平均１．０低減された場合の効果を算定した。

（導入対象）

既存ボイラーから更新される量と、ボイラーの新規に導入される量

既存ボイラーの導入量 新規導入ボイラー量の推計

既存ボイラ代替量の推計
(30年で更新と仮定)

燃焼制御を適用する 空気比1.0低減した場合の
ボイラー量 エネルギー削減効果

（重油、ＬＮＧ別）

ボイラー代替による
エネルギー削減量

図2-8 ボイラー燃焼管理によるエネルギー削減量推計方法
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表2-14 ボイラー燃焼管理によるエネルギー削減量
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２－９ 農林水産業・鉱業・建設業

（対策の概要）

・農林業：農作機械の高効率化、ボイラーの省エネルギー

・水産業：漁船のエンジンの高効率化

・鉱業：生産設備の高効率化

・建設：建設機械の高効率化

（エネルギー削減量の推計）

各分野ともに、対策の対象となる機器、設備の導入量、エネルギー消費量、さらに将

来の省エネルギー見通しが不明なため、推計を行っていない。

３．推計の前提と推計範囲

３－１ 推計の前提

(1) 対象分野の分類（業種分類）

「総合エネルギー統計」による業種分類を基本として、業種ごとの温室効果ガス削

減対策の導入効果の検討を実施した。

・鉄鋼 ・食品
・窯業・土石（セメント） ・繊維
・紙・パルプ ・その他製造
・石油化学（エチレン） ・鉱業
・金属機械 ・建設
・非鉄金属 ・農林業・水産業

(2) ケース設定

・固定ケース

各業種のエネルギー消費原単位が基準年のまま推移するケース。

・計画ケース

現行実施されている政策・対策が継続された場合のケース。

３－２ 産業部門の温室効果ガス排出の分類（ＨＦＣ等３ガスを除く）と推計範囲

・産業部門におけるＨＦＣ等３ガスを除くＣＯ 、ＣＨ 、Ｎ Ｏの排出の分類と、基本2 ４ ２

算定式は図3-1のようになる。

・本推計では、燃料起源のＣＯ 排出量、工業プロセスについて、既存データなどを用2

いて算定できる部分の削減効果を算定を行った。

・エネルギー起源ＣＨ 、Ｎ Ｏについては、産業部門全体に占める排出量が少ないこと、4 ２

対策効果を検討する場合、各種炉別・機関別に燃料消費量見通し、排出係数見通し

を検討することが必要であるが、困難であることから、削減効果の推計は実施して

いない。
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（基礎式）
ＣＯ 燃料消費量 × 排出係数2

（燃料種別）
エネルギー起源

産業部門
温室効果ガス ＣＨ 、Ｎ Ｏ 燃料消費量 × 排出係数4 ２

（各種炉別）

ＣＯ 生産量 × 排出係数2

(ｾﾒﾝﾄ,ｱﾝﾓﾆｱ,生石灰等別)
工業プロセス

ＣＨ 、Ｎ Ｏ 生産量× 排出係数4 ２

(化学薬品別）

図3-1 産業部門温室効果ガスの分類と基礎式


